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１．はじめに 

 

2000年９月の東海水害は、直接的に被災した事業

所の活動を停止させ、経済活動面で甚大な被害をも

たらした。このような経済被害を事後的に分析する

場合、被災した事業所の資産被害を積み上げ方式に

より算定したり、事業所の活動停止に伴う被災事業

所の直接的な生産高の減少を分析することが一般的

となっている。しかしながら、災害による経済的影

響は、その直接被害を生じた事業所のみならず、直

接被害が生じなかった地域の事業所にも波及する。

例えば、被災地域における事業所の活動停止により、

被災地域以外ではこれまで被災地域から調達してい

た財やサービスを他地域に切り替えるようになると

いった影響が考えられる。このような経済構造を踏

まえ、本研究では東海水害を事例に、水害による被

災地域・その他地域間の経済影響の波及構造を分析

する手法を検討する。特に地域間産業連関分析の枠

組みを用いて被災による地域間交易の変化に着目す

る。
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２．地域間産業連関分析による災害の経済影響分析 

 

（１）災害の事後的な経済影響分析手法 

 災害による事後的な経済影響の分析は、阪神淡路

大震災のケースを代表に、様々な方法を用いて行わ

れているが、その大半が直接的な資産被害に基づく

分析である。このような分析は経済のストックの面

から直接被害を推計する手だてとしては有効である

が、事後的に災害の経済影響を詳細に分析しようと

する場合は十分とは言えない。その問題を解決する

ため、芦谷・地主（2001）は、阪神淡路大震災のフ

ローとしての波及的な経済影響を分析するため、被

災地域を対象とした被災前後の２時点間の地域内産

業連関表を作成し、被災による経済影響を分析して

いる。しかしながら、この作成した産業連関表によ

る分析は、単純な２時点間の比較であり、被災によ

る影響分と経済のマクロ要因による変動が分離でき

ず、２時点の差分が被災による純粋な影響かは不明

である。また、被災地域として単一地域を対象とし

た分析であるため、その他の地域での影響を分析す

ることができない。 

 東海水害に見られるような大規模な都市型水害は、

被災地域に産業、社会インフラが集中しており、他

地域との交易が活発であるため、震災と同様、直接

的な物的被害だけでなく、他地域への経済被害が広

く波及する。また、水害による事業所活動の停滞期

間が長引くと、その経済的影響は地域の内外で多大

なものとなる。そのため、芦谷・地主のように産業

連関分析の枠組みを用いて波及構造を明示しつつ分

析することが有効と思われる。しかし、前述のよう

に単純な時系列分析ではなく、被災による純粋な影

響を抽出する工夫が必要となる。そのため、被災し

ていない平常時の産業連関構造と被災した後の事業

所活動の停滞期と復旧後の交易パターンを把握する



必要がある。 

また、空間的には被災した地域とそれ以外の地

域を分割した経済フレームを想定した分析が必要で

あり、なおかつ被災の影響を時系列的に分析しなけ

れば、複雑な経済影響を分離して計測することがで

きない。 

 そこで、本研究では地域産業連関分析の枠組みを

用い、被災する前の平常時の経済状況と被災した直

後の停滞期及び復旧後における経済状況を推計し、

時系列的な分析を行うこととする。 

 

（３）被災地域・地域間産業連関分析の枠組み 

a）分析の方針 

 水害によってライフラインや事業所の活動がスト

ップすると、各産業における財やサービスの調達に

あたってもその取引地域に変化が生じることが考え

られる。平常時における被災地域とその他全国を対

象とした２地域間産業連関システムと水害によって

ダメージを受けている停滞期の２地域間産業連関シ

ステムが判明すれば、水害による経済影響を地域別

に分析することが可能である。 

被災地域

その他地域

交易変化

被災地域

その他地域

交易変化

 
図－１ 地域設定のイメージ 

 そのため、まず基準となる平常時の２地域間産業

連関表を作成する。この地域間産業連関表を作成す

ることで、まず被災地域の経済取引構造が明らかに

なる。すなわち、被災地域の各産業の経済規模や地

域間の投入構造などが判明する。 

次に、被災による停滞期の地域間交易構造、復

旧後の地域間交易構造を把握し、平常時、停滞期、

復旧後の３時点の地域間投入係数を算出する。この

３時点の地域間投入係数を比較することで産業間地

域間の取引構造が、水害によってどのように変化し

たかが示される。また、最終需要についてもどのど

の地域のどの産業からどれくらいの割合で財・サー

ビスが購入されるかが分かり、地域間投入係数と同

様に平常時、停滞期、復旧後の地域別産業別構成比

率を比較することで水害によって最終需要の調達が

どのように変化したかが判明する。 

 さらに、水害による波及的な影響の起源は、地域

間交易の変化以外に以下３つの最終需要に伴う変化

が考えられ、これら３つの最終需要変化に伴う経済

波及を分析することが可能である。 

① 被災後の事業所活動停滞期に、被災による地域

間の交易変化を通じて被災地域内外の恒常的な

最終需要に起因する産業の生産額が変化する影

響（以下「停滞期における恒常的最終需要に伴

う生産変化」） 

② 水害による被災地域での応急対策、事業所の設

備・家庭用品の買い替え・修理、事業所及び家

屋の建物の修理・建て替えに伴う需要が引き起

こす生産誘発（以下「民間部門の復旧に伴う生

産誘発」） 

③ 被災地域における公共施設等の復興需要に伴う

生産誘発（以下「政府復興需要に伴う生産誘

発」） 

このうち、①の停滞期における恒常的最終需要

に伴う生産変化は、平常時における最終需要Ｆ

を平常時、停滞時の２時点の地域間産業連関モ

デルにそれぞれ外挿し、生産額の変化分をもっ

て経済影響を推計する。 

 

表―１ 被災地域・その他全国２地域間産業連関表 

被災地域ｓ その他全国ｒ 最終需要 

 １次

産業
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産業
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１次産業
ssx11

ssx12
ssx13

srx11
srx12  srx13  ssf1  srf1  se1  sm1  sX1

２次産業
ssx21

ssx22
ssx23

srx21
srx22  srx23  ssf2  srf2  se2  sm2  sX 2

被

災

地
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ｓ ３次産業
ssx31

ssx32
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srx31
srx32  srx33  ssf3  srf3  se3  sm3  sX 3

１次産業
rsx11

rsx12
rsx13

rrx11
rrx12  rrx13  rsf1  rrf1  re1  rm1  rX1

２次産業
rsx21

rsx22
rsx23

rrx21
rrx22  rrx23  rsf2  rrf2  re2  rm2  rX 2

そ

の

他

全

国

ｒ

３次産業
rsx31  

rsx32
rsx33

rrx31
rrx32  rrx33  rsf3  rrf3  re3  rm3  rX 3

粗付加価値 
sv1  

sv2  
sv3  rv1  

rv2  
rv3  

生産額 
sX1

sX 2
sX 3

rX1
rX 2  rX 3  

 

  

 

b）分析モデル 

 推計に用いる地域間産業連関モデルは、被災地域

産業連関表における輸入の扱いによって異なる。本

研究では輸入を競争輸入扱いとした２地域間産業連



関表を作成しているため、上記①～③の波及的な影

響の分析においては以下のモデル式を用いる。 
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Agh：地域間投入係数行列           

Xh ：地域別生産額の列ベクトル 
Fgh

D：地域別域内最終需要の全国計の列ベクトル  

Eh：地域別輸出額の列ベクトル 

Mh：地域別輸入額の列ベクトル        

g：供給地域又は表側に示した地域 
h：需要地域又は表頭に示した地域 
     

３．被災地域・その他地域間産業連関表の作成手法 

 

被災地域・その他全国の２地域間産業連関表は、

まず被災地域及びその他全国を対象とした地域内産

業連関表をそれぞれ作成し、それらを地域間交易係

数を介して連結することによって作成される。 

被災地域は、被災状況に応じて任意に設定される

地域であるため、通常行政等によって準備された産

業連関表は存在しない。従って何らかの方法によっ

て被災地域の産業連関表を推計する必要がある。本

研究では別途地域間交易に関する事業所アンケート

を実施し平常時、停滞期、復旧後の３時点の交易デ

ータを取得し、これに既存の各種統計データを活用

することで被災地域・その他地域間産業連関表を作

成することが可能である。 

被災地域を対象とした２地域間産業連関表の作成

フローは以下の通りである。 

 

 

 

被災地域地域内表の作成

その他全国地域内表の作成

２地域間産業連関表の作成

地域間交易係数の算出

事業所アンケート 各種地域経済データ

各種地域経済データ

被災地域地域内表の作成

その他全国地域内表の作成

２地域間産業連関表の作成

地域間交易係数の算出

事業所アンケート 各種地域経済データ

各種地域経済データ

 

図―２ 被災地域・その他全国２地域間産業連関表の

作成フロー 

４．東海水害による地域経済影響の事後分析 

 

（１） 被災地域と部門分類の設定 

 

被災地域は図―３に示す地域であり、新川上流

の市町村と名古屋市南部の区部および春日井市であ

る。また、作成する産業連関表の部門分類は、用い

る他の産業連関表や各種統計データの部門分類、ま

た実施した事業所アンケートのサンプル数を勘案し、

最終的に作成される産業部門分類は21部門分類とす

る。 

 

大治町

新川町

清洲町

春日町

西春町 師勝町

豊山町

名古屋市北区

西枇杷島町

名古屋市西区

刈谷市大府市

名古屋市緑区

名古屋市天白区

名古屋市南区

新川上流沿線地域

名古屋南部地域

春日井市

春日井市

 
図－３ 東海豪雨における被災地域の設定 

（新川上流沿線地域、春日井市、名古屋南部地域） 

 

（２）被災地域・その他地域間産業連関表の作成 

東海豪雨水害を事例とした被災地域・その他地域

間産業連関表の作成においては、被災地域における



事業所アンケートを実施して、平常期、停滞期、復

興後の地域別販売先のデータを得た。また、被災地

域は愛知県に含まれることから、被災地域内産業連

関表の作成にあたっては、各種地域経済統計データ

と事業所アンケートデータを用いて愛知県の産業連

関表を按分する手法で作成した。また、その他全国

の産業連関表の作成にあたっては、全国産業連関表

のデータを用いた。さらに２地域間産業連関表の推

計においては、これら地域内産業連関表のデータと

事業所アンケートデータから求められる地域間交易

係数を用いて構築した。 

 

（３）被災地域の産業構造 

平常時における被災地域の年間生産額は10兆7880

億円であり、愛知県の約15％を占める。公務・サー

ビス業、輸送機械の生産額が多く、愛知県に占める

シェアでは、繊維製品、一般機械、パルプ・紙・木

製品、電気機械が多い。 

表－２ 被災地域の生産規模 

単位（百万円）

類 被災地域生産額 被災地域／愛知県

農 林 水 産 業 ・ 鉱 業 26,462 5%

食 料 品 322,065 14%

繊 維 製 品 380,333 39%

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 340,496 27%

化 学 製 品 123,340 12%

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 232,402 17%

窯 業 ・ 土 石 製 品 73,416 8%

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 305,435 10%

金 属 製 品 228,318 18%

一 般 機 械 862,737 28%

電 気 機 械 701,548 27%

輸 送 機 械 1,228,340 9%

精 密 機 械 14,599 7%

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 304,139 16%

建 設 909,988 20%

電力・ガス・熱供給・水道 285,635 15%

商 業 725,229 10%

金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 760,530 15%

運 輸 ・ 通 信 ・ 放 送 877,756 18%

公 務 ・ サ ー ビ ス 業 2,009,831 17%

事 務 用 品 ・ 分 類 不 明 75,366 15%

合計 10,787,966 15%  

（４）被災による地域間取引変化の分析 

 
 平常時、停滞時、復旧後における被災地域の移入

率の変化を見ると、ほとんどの産業部門で平常時よ

りも停滞期の移入率が増加しており、水害によって

被災地域内で財サービスが調達できず、他地域から

投入する割合が増加したことが判明する。特に電気

機械、輸送機械、プラスチックなどは移入が大きく

増加している。その分被災地域の自給率が低下して

おり、停滞期においては産業の波及分も含めて被災

地域に多くの生産減をもたらしたと言える。なお、

表―３は被災地域の産業部門が生産に伴う中間財投

入を行う際、停滞期に被災地域からの投入が減少し

た割合を示したものである。 
表―３ 被災地域における被災地域からの中間投入割

合の変化 

平常時 停滞時 復旧後

農 林 水 産 業 ・ 鉱 業 - -2.0% 0.0%

食 料 品 - -2.1% -0.1%

繊 維 製 品 - -2.2% -1.2%

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 - 6.0% 1.1%

化 学 製 品 - -1.1% 0.2%

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 - -4.0% 2.3%

窯 業 ・ 土 石 製 品 - -1.5% 0.2%

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 - -3.0% -0.9%

金 属 製 品 - -3.4% 0.7%

一 般 機 械 - -3.3% -1.0%

電 気 機 械 - -8.8% -1.3%

輸 送 機 械 - -9.0% 0.3%

精 密 機 械 - -3.8% 0.0%

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 - -0.6% 0.7%

建 設 - -2.5% 2.0%

電力・ガス・熱供給・水道 - -2.4% -0.7%

商 業 - -3.0% 0.5%

金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 - -0.9% 0.3%

運 輸 ・ 通 信 ・ 放 送 - -3.3% 0.1%

公 務 ・ サ ー ビ ス 業 - -2.7% -0.4%

事 務 用 品 ・ 分 類 不 明 - 1.2% 0.6%

平均 - -2.5% 0.2%  

（３）東海豪雨水害の経済波及分析 

最終需要を起源とする経済波及について先に整理

した３つの影響を分析した。なお、分析結果の詳細

は紙面の都合から発表時に譲る。 

 

５．おわりに 

本研究では、水害を対象とした経済的影響を事

後的に分析する分析フレームを検討した。ここで得

られた分析手法は、水害のみならず震災など他の災

害の事後分析にも活用することが可能である。 
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